
 

 

令和７年度第４回東松山市国民健康保険運営協議会 資料 

  

 

１ 令和７年度東松山市国民健康保険特別会計補正予算（案）について・・・・・・Ｐ１ 

 

２ 令和８年度東松山市国民健康保険特別会計当初予算（案）について・・・・・・Ｐ４ 

 

３ 令和８年度市町村標準保険税率（本算定結果）について・・・・・・・・・・Ｐ１０ 

 

４ その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１１ 



（単位：千円）

補正前の額 補正額 計 補正前の額 補正額 計

A B C（Ａ＋B） Ｄ Ｅ Ｆ（D＋Ｅ）

1 国民健康保険税 1 国民健康保険税 1,759,385 0 1,759,385 1 総務管理費 30,899 0 30,899

2 一部負担金 1 一部負担金 1 0 1 2 徴税費 35,687 0 35,687

3 国庫支出金 1 国庫補助金 13,421 0 13,421 3 運営協議会費 736 0 736

1 県補助金 6,285,509 21,999 6,307,508 4 趣旨普及費 1,540 0 1,540

2 財政安定化基金交付金 1 0 1 68,862 0 68,862

6,285,510 21,999 6,307,509 1 療養諸費 5,418,284 0 5,418,284

5 財産収入 1 財産運用収入 300 0 300 2 高額療養費 794,896 0 794,896

1 他会計繰入金 516,841 △19,580 497,261 3 移送費 200 0 200

2 基金繰入金 311,950 38,284 350,234 4 出産育児諸費 25,011 0 25,011

828,791 18,704 847,495 5 葬祭諸費 6,500 0 6,500

7 繰越金 1 繰越金 226,951 0 226,951 6 傷病手当金 1 0 1

1 延滞金、加算金及び過料 10,775 0 10,775 6,244,892 0 6,244,892

2 雑入 11,339 0 11,339 1 医療給付費分 1,690,189 0 1,690,189

22,114 0 22,114 2 後期高齢者支援金等分 613,646 0 613,646

3 介護納付金分 179,446 0 179,446

2,483,281 0 2,483,281

4 財政安定化基金拠出金 1 財政安定化基金拠出金 1 0 1

1 特定健康診査等事業費 81,703 0 81,703

2 保健事業費 60,752 0 60,752

142,455 0 142,455

6 基金積立金 1 基金積立金 160,300 0 160,300

7 公債費 1 公債費 450 0 450

1 償還金、利子及び還付加算金 12,202 40,703 52,905

2 延滞金 1 0 1

3 繰出金 13,928 0 13,928

26,131 40,703 66,834

9 予備費 1 予備費 10,101 0 10,101

9,136,473 40,703 9,177,176 9,136,473 40,703 9,177,176歳入合計

6 繰入金

項

1 総務費

4 県支出金

諸収入8

歳出合計

5 保健事業費

計

計

２　　　歳　　　出

款 項 款

１　　　歳　　　入

8 諸支出金

令和７年度　国民健康保険特別会計　３月補正予算（案）集計表

計

計

2 保険給付費

計

計

計

計
3 国民健康保険事業費納付金
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令和７年度　国民健康保険特別会計　３月補正予算（案）の概要

歳　入 歳　出

４款　県支出金 ８款　諸支出金

　　１項　県補助金 　　１項　償還金、利子及び還付加算金

　　　　１目　保険給付費等交付金 　　　　２目　償還金

○　特別事情分 21,999 千円 ○　保険給付費等交付金償還金 38,821 千円

（補正理由）・・交付基準の確定に伴い、増額補正するもの。 （補正理由）・・・過年度の普通交付金に返還金が生じたことにより増額補正するもの。

現計予算額 1,000円 現計予算額 1,000円

補正額 21,999,000円 補正額 38,821,000円

補正後の額 22,000,000円 補正後の額 38,822,000円

６款　繰入金 ○　国県支出金等返還金 1,882 千円

　　１項　他会計繰入金

　　　　１目　一般会計繰入金 （補正理由）・・・過年度の特別交付金及び特別調整交付金に返還金が生じたことにより増額補正するもの。

○　保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） △ 12,883 千円

現計予算額 1,000円

（補正理由）・・・繰入金額の確定に伴い、減額補正するもの。 補正額 1,882,000円

補正後の額 1,883,000円

現計予算額 243,541,000円

補正額 △ 12,883,000円

補正後の額 230,658,000円

○　保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 1,278 千円

（補正理由）・・・繰入金額の確定に伴い、増額補正するもの。

現計予算額 158,729,000円

補正額 1,278,000円

補正後の額 160,007,000円

○　未就学児均等割保険料繰入金 167 千円

（補正理由）・・・繰入金額の確定に伴い、増額補正するもの。

現計予算額 4,806,000円

補正額 167,000円

補正後の額 4,973,000円

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ40,703千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ9,177,176千円とする。
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○　産前産後保険料繰入金 △ 400 千円

（補正理由）・・・繰入金額の確定に伴い、減額補正するもの。

現計予算額 1,043,000円

補正額 △ 400,000円

補正後の額 643,000円

○　財政安定化支援事業繰入金 △ 7,742 千円

（補正理由）・・・繰入金額の確定に伴い、減額補正するもの。

現計予算額 40,804,000円

補正額 △ 7,742,000円

補正後の額 33,062,000円

　　２項　基金繰入金

　　　　１目　国民健康保険事業基金繰入金

○　基金繰入金 38,284 千円

（補正理由）・・・保険給付費等交付金償還金の財源等とするため、増額補正するもの。

現計予算額 311,950,000円

補正額 38,284,000円

補正後の額 350,234,000円

　　　　　歳　　入　　合　　計 40,703 千円 歳　　出　　合　　計 40,703 千円

（参考）年度末基金残高見込 394,783,680円
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被保険者数・世帯数、保険給付費の推移　

　一人当たりの保険給付費は、医療の高度化などに伴い、長期的には増加傾向にあるものの、
短期的には被保険者の平均年齢が一時的に下がる影響から減少を見込む。

　　　被保険者数の減少により、保険給付費も減少傾向にある。
　　　令和8年度は、前年度比4億8,512万円の減を見込む。

　
　　　　本市の国保被保険者数は平成24年度以降、減少が続いている。
　　　　団塊の世代が令和6年度までに後期高齢者医療制度へ移行しており、
　　　減少はやや緩やかとなっている。
　　　　令和8年度の被保険者数は、前年度比141人の減を見込む。
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令和８年度　国民健康保険特別会計　当初予算（案）概要

１　歳入予算の概要

（単位：千円）

款 項 目 内訳 R8当初予算額 R7当初予算額 増減額 増減率

　１　国民健康保険税
1 国民健康
保険税

1 一般被保険者国民健康保険税 1,942,050 1,759,385 182,665 10.4%

1,942,050 1,759,385 182,665 10.4%

　２　一部負担金 1 一部負担金 1 一般被保険者一部負担金 1 1 0 0.0%

1 1 0 0.0%

　３　国庫支出金 1 国庫補助金 1 災害臨時特例補助金 1 1 0 0.0%

1 1 0 0.0%

　４　県支出金 普通交付金 5,726,972 6,212,096 △ 485,124 △7.8%

特別交付金 63,170 73,413 △ 10,243 △14.0%

2 財政安定化
基金交付金

1 財政安定化基金交付金 1 1 0 0.0%

5,790,143 6,285,510 △ 495,367 △7.9%

　５　財産収入 1 財産運用収入 1 利子及び配当金 250 300 △ 50 △16.7%

計

計

計

１ 県補助金 1 保険給付費等交付金

計

○ 1款 国民健康保険税

歳出3款 国民健康保険事業費納付金の主要財源となる。

課税対象被保険者数及び基準総所得額は減少を見込む。

税率の引上げ及び子ども・子育て支援納付金分の新設に

より、収入見込額は、対前年度10.4％（182,665千円）の増を

見込む。

（参考）

課税対象被保険者数

Ｒ7 21,399人

Ｒ8 20,901人

2.3％（498人）の減

基準総所得額

Ｒ7 16,731,219,171円

Ｒ8 15,176,103,055円

9.3％（1,555,116,116円）の減

税率改定（所得割率・均等割額）

医療給付費分 後期高齢者支援金等分

Ｒ7 7.44％ 30,600円 Ｒ7 2.65％ 14,000円

Ｒ8 7.91％ 40,900円 Ｒ8 2.78％ 15,800円

介護納付金分 子ども・子育て支援金分

Ｒ7 2.31％ 15,400円 R７ なし（R8より新設）

Ｒ8 2.44％ 16,800円 Ｒ8 0.30％ 1,804円

（18歳以上均） 124円

○4款 県支出金

1項1目 普通交付金は、歳出2款 保険給付費の大部分を

賄う。

歳出2款1項 療養諸費の減少（△424,244千円）等に伴い、

対前年度7.9％（495,367千円）の減を見込む。
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款 項 目 内訳 R8当初予算額 R7当初予算額 増減額 増減率

　６　繰入金 保険基盤安定 484,045 402,270 81,775 20.3%

未就学児均等割保険料 6,464 4,806 1,658 34.5%

産前産後保険料 752 1,043 △ 291 △27.9%

出産育児一時金 16,667 16,667 0 0.0%

事務費 55,284 51,149 4,135 8.1%

財政安定化支援事業 41,327 40,804 523 1.3%

604,539 516,739 87,800 17.0%

2 基金繰入金 1 国民健康保険事業基金繰入金 178,760 311,950 △ 133,190 △42.7%

783,299 828,689 △ 45,390 △5.5%

　７　繰越金 1 繰越金 1 繰越金 30,000 30,000 0 0.0%

　８　諸収入 1 一般被保険者延滞金 9,008 10,773 △ 1,765 △16.4%

2 一般被保険者加算金 1 1 0 0.0%

3 過料 1 1 0 0.0%

9,010 10,775 △ 1,765 △16.4%

1 一般被保険者第三者納付金 10,000 10,000 0 0.0%

2 一般被保険者返納金 2,200 1,300 900 69.2%

3 雑入 46 39 7 17.9%

12,246 11,339 907 8.0%

21,256 22,114 △ 858 △3.9%

8,567,000 8,926,000 △ 359,000 △4.0%

計

歳 入 合 計

２ 雑入

小計

1 一般会計繰入金

小計

計

1 延滞金、
加算金及び
過料

小計

1 他会計繰
入金

〇6款 繰入金

1項1目 一般会計繰入金は、軽減見込額の増加に伴

い、対前年度17.0％（87,800千円）の増を見込む。

2項1目 国民健康保険事業基金繰入金は、主に税収

増の影響から、対前年度42.7％（133,190千円）の減を

見込む。
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（単位：千円）

款 項 R8当初予算額 R7当初予算額 増減額 増減率

25,996 29,899 △ 3,903 △13.1%

970 1,000 △ 30 △3.0%

26,966 30,899 △ 3,933 △12.7%

2 徴税費 21,811 22,165 △ 354 △1.6%

3 運営協議会費 589 736 △ 147 △20.0%

4 趣旨普及費 1,346 1,540 △ 194 △12.6%

50,712 55,340 △ 4,628 △8.4%

4,929,240 5,351,305 △ 422,065 △7.9%

53,601 55,444 △ 1,843 △3.3%

11,199 11,535 △ 336 △2.9%

4,994,040 5,418,284 △ 424,244 △7.8%

732,537 793,753 △ 61,216 △7.7%

1,195 1,143 52 4.5%

733,732 794,896 △ 61,164 △7.7%

3 移送費 200 200 0 0.0%

25,000 25,000 0 0.0%

11 11 0 0.0%

25,011 25,011 0 0.0%

5 葬祭諸費 7,000 6,500 500 7.7%

６ 傷病手当金 0 1 △ 1 △100.0%

5,759,983 6,244,892 △ 484,909 △7.8%

1 葬祭費

△ 傷病手当金

計

4 出産育児
諸費

1 出産育児一時金

2 支払手数料

小計

　２　保険給付費

1 療養諸費

1 一般被保険者療養給付費

2 一般被保険者療養費

3 審査支払手数料

小計

2 高額療養費

1 一般被保険者高額療養費

2 一般被保険者高額介護合算療養費

小計

1 一般被保険者移送費

２　歳出予算の概要

目

　１　総務費

１ 総務管理費

1 一般管理費

2 連合会負担金

小計

1 賦課徴収費

1 運営協議会費

1 趣旨普及費

計

○2款 保険給付費

主に被保険者数の減少を要因として、対前年度

7.8％（484,909千円）の減を見込む。
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款 項 R8当初予算額 R7当初予算額 増減額 増減率

　３　国民健康保険 1 医療給付費分 1,739,378 1,677,302 62,076 3.7%

　　  事業費納付金
2 後期高齢者支
援金等分 617,331 599,002 18,329 3.1%

3 介護納付金分 185,404 184,790 614 0.3%

4 子ども・子育て
支援納付金分 55,378 0 55,378  

2,597,491 2,461,094 136,397 5.5%

　４　財政安定化基金拠出金
1 財政安定化基
金拠出金 1 1 0 0.0%

　５　保健事業費
1 特定健康診査
等事業費 79,652 81,703 △ 2,051 △2.5%

59,286 59,117 169 0.3%

1,335 1,635 △ 300 △18.3%

60,621 60,752 △ 131 △0.2%

140,273 142,455 △ 2,182 △1.5%

　６　基金積立金 1 基金積立金 250 300 △ 50 △16.7%

　７　公債費 1 公債費 450 450 0 0.0%

　８　諸支出金 12,000 12,000 0 0.0%

2 2 0 0.0%

200 200 0 0.0%

12,202 12,202 0 0.0%

2 延滞金 1 1 0 0.0%

3繰出金 1 1 0 0.0%

12,204 12,204 0 0.0%

　９　予備費 1 予備費 5,636 9,264 △ 3,628 △39.2%

8,567,000 8,926,000 △ 359,000 △4.0%歳 出 合 計

1 延滞金

1　一般会計繰出金

計

1 予備費

小計

1 財政安定化基金拠出金

1 特定健康診査等事業費

2 保健事業
費

1 保健衛生普及費

2 保養施設費

小計

計

1 国民健康保険事業基金積立金

1 利子

1 償還金、
利子及び還
付加算金

1 一般被保険者保険税還付金

2 償還金

3 一般被保険者還付加算金

計

1 一般被保険者医療給付費分

1 一般被保険者後期高齢者支援金等分

1 介護納付金分

目

1 子ども・子育て支援納付金分

○3款 国民健康保険事業費納付金

医療給付費分は、県が市町村の保険給付費を賄う

ための財源となるもの。

市町村の保険者規模等に基づき、県が納付金額を

積算し、市が県に対して納付する。

県全体での一人当たり保険給付費の増加等の影響

により、医療給付費分、後期高齢者支援金等分及び

介護納付金分はいずれも増加しており、加えて、令和

８年度から子ども・子育て支援納付金分が追加となる

ため、全体で対前年度5.5％（136,397千円）の増を見

込む。
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＜参考資料＞

積　立　金 利　子　配　当

250,000 216,273,680

基金の名称 年度当初 取　崩　額
積　　　立　　　額

年度末

国 民 健 康 保 険
事 業 基 金

394,783,680  当初 178,760,000

基金の状況（令和8年度）
(単位:円） R8.2.6時点（見込み）

- 7 -
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仮算定値 本算定値 増減額

所得割率 8.12% 8.13% ＋0.01㌽

均等割額 49,338円 49,400円 ＋62円

所得割率 2.82% 2.81% △0.01㌽

均等割額 17,034円 16,983円 △51円

所得割率 2.44% 2.45% ＋0.01㌽

均等割額 17,296円 17,353円 57円

所得割率 13.38% 13.39% ＋0.01㌽

均等割額 83,668円 83,736円 68円

所得割率 0.26% 0.30% ＋0.04㌽

均等割額 1,582円 1,804円 ＋222円

18歳以上均等割額 108円 124円 ＋16円

医療分・支援金等
分・介護分の合計

令和８年度 市町村標準保険税率

医療給付費分

後期高齢者
支援金等分

介護納付金分
（40〜64歳のみ）

※増加要因
国が示す地域保険等保険者納付金総額
（全国の市町村国保等で負担する総額）
が増加したため

子ども・子育て
支援納付金分
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
東松山市国保 36.7% 36.8% 37.6% 37.7% 37.7% 34.0% 37.1% 41.3% 42.6% 44.6%
市町村国保（県平均） 38.6% 38.9% 39.6% 40.3% 40.7% 34.9% 38.2% 39.4% 40.4% 40.8%
市町村国保（国平均） 36.3% 36.6% 37.2% 37.9% 38.0% 33.7% 36.4% 37.5% 38.2%

30%

35%

40%

45%

50%

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

特定健康診査の実施率

東松山市国保 市町村国保（県平均） 市町村国保（国平均）

未定
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